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Ａ. 研究目的 

特定健診・特定保健指導は、生活習慣病

有病者や予備群の減少及び中長期的な医療

費の伸びの適正化に資することを目標とし

ている[1]。これまでに、特定保健指導の生

活習慣病有病者や予備群の減少に対する評

価として、特定保健指導参加者及び非参加

者の肥満、血圧、血糖、脂質などの検査値

に及ぼす影響が報告され [2-4]、特定保健指

導の医療費適正化に対する評価では、特定

保健指導実施後12年間の費用効果分析[5]が

報告されてきた。しかし、1) 糖尿病が検討

の対象外、2) 検討期間が12年間と短期間、3) 

特定保健指導実施率が検討の対象外、という

課題があった。また、この費用効果分析で

は、特定保健指導対象者（ハイリスク群）を

特定する特定健診の費用と効果については検

討されていない。特定健診と特定保健指導を

包括的に評価するためには、特定健診も評価

可能なモデルを構築し、特定健診・特定保健

指導の費用効果分析を行う必要がある。 

本研究では、特定保健指導単体と特定健

診を含めた特定保健指導の費用対効果をそ

れぞれ明らかにすることを目的とし、マイ

クロシミュレーションモデルを構築した。

令和4年度は、前年度に構築した特定保健

指導単体を評価するための分析モデルにつ

いて、モデル構造やパラメータを精査し、

感度分析やシナリオ分析を行うことで、費

用対効果に影響を及ぼす因子について評価

した。令和5年度は、特定保健指導単体モ

デルに関してさらに精査を行い、シナリオ

分析を追加することで、費用対効果に及ぼ

す因子の影響を評価した。また、特定健診

を含めた特定保健指導の費用効果分析を行

うために、マイクロシミュレーションモデ

ルを構築し、評価を行った。 

 

Ｂ． 研究方法 

特定保健指導単体の評価では、特定保健

指導の対象者に対して、特定保健指導の実

施がある群（実施群）と保健指導の実施が

ない群（非実施群）の2つのstrategyを想定

したマイクロシミュレーションモデルを構

築した。アウトカムはシミュレーション終

了時点での累積費用及び累積質調整生存年

(QALY: Quality adjusted life year)を検討し

た。特定健診を含めた特定保健指導の評価

では、特定保健指導単体のモデルをベース

に、特定健診の対象者に対して、特定健

診・特定保健指導実施群と非実施群を比較

したモデルを構築し、累積費用と累積

QALYを検討した。 

令和4年度は、特定保健指導単体の費用

効果分析において、モデル構造とパラメー

タの精査を行い、パラメータの不確実性の

影響を感度分析で検討した。また、特定保

健指導の実施率に着目し、実施率の変化が

費用対効果に及ぼす影響について検討し

た。 

令和5年度は、前年度に続き特定保健指

導単体の費用効果分析において、モデル構

造の精査を行った。また、シナリオ分析と

して、男女差と開始年齢が費用対効果に及ぼ

す影響について検討を行った。特定健診を含

めた特定保健指導の評価では、モデルを構

築し、検討を行った。対象集団である特定
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特定保健指導の長期的な影響を評価可能なモデルの構築を行った。40歳から74歳まで

の35年間のシミュレーションでは、特定保健指導の実施により費用の削減とQALYの増加

が示されることが分かったが、不確実性の影響も大きいことが分かった。特定保健指導

モデルをベースとした特定健診も含めた特定保健指導のモデル分析では、費用対効果は

良好ではないことが示唆されたが、モデルの仮定に課題があり、さらなる検討が必要で

あることが分かった。 



健診の対象者には、特定健診非参加者が存

在し、モデルに必要な腹囲などの危険因子

が不明であるため、特定健診参加者と同じ

と仮定して分析を行った。 

 

C．研究結果 

令和4年度と令和5年度の検討で、特定保

健指導単体の費用効果分析モデルを修正し

た。5万人の仮想集団を40歳から74歳まで

シミュレーションしたところ、非実施群と

比較して、実施群において一人当たり

53,014円の費用削減と0.044 QALYの増加が

示された。確率論的感度分析では、ICERが

費用削減的になる確率が78.8%、ICERが正

の値から500万円/QALYの間にある確率が

12.8%と見積もられたが、増分費用と増分

QALYの2.5%点から97.5％点の値は

−687,376円から85,197円、−0.009 QALYか

ら0.350 QALYと幅広い値を示した。特定保

健指導の実施率を10％から100％の範囲で

変動させた場合、ICERはdominantから

1,755,111円/QALYの範囲で変動した。男女

差が費用対効果に及ぼす影響の検討では、

男性100％と女性100％のそれぞれの集団で

分析を行い、いずれも基本分析同様に費用

削減効果及びQALYの増加をもたらすこと

が示された。開始年齢の影響評価では、50

歳から74歳までシミュレーションした分析

で、一人当たりの増分費用は46,658円、増

分QALYは0.020 QALY、ICERは2,374,015円

/QALYであった。 

令和5年度の検討で、特定健診を含めた

特定保健指導の評価では、10万人の仮想集

団を40歳から74歳までシミュレーションし

たところ、非実施群と比較して、実施群に

おいて一人当たりの増分費用は79,708円、

増分QALYは0.011 QALY ICERは7,216,351

円/QALYであった。 

 

D．考察 

令和4年度から令和5年度にかけて行った

特定保健指導単体の費用効果分析モデルの

検討では、特定保健指導の実施が費用削減

効果及びQALYの増加をもたらすことが示

された。ただし、感度分析においてパラメ

ータの不確実性の影響が大きいことが示さ

れ、シミュレーション結果の不確実性を低

下させるために、パラメータのさらなる検

討が必要であることが示唆された。特定保

健指導の実施率の検討では、現状の実施率

よりも向上すると実施群で費用が増大する

ことが示された。ただし効果も増加するの

で、費用対効果に優れるとされるICERの基

準値(WTP, willingness to pay)を500万円

/QALYと仮定すると、特定保健指導の実施

率の向上は費用対効果に優れることが示さ

れた。男女差に関しては、基本分析の結果に

与える影響は大きくなかった。開始年齢に関

しては、設定を40歳から50歳に変更しても、

保健指導の実施は費用対効果に優れることが

示された。 

令和5年度に行った特定健診を含めた特

定保健指導の費用効果分析では、ICERが

7,216,351円/QALYであり、ICERの基準値で

ある500万円を上回った。ただし、モデル

で用いた特定健診非参加者の検査値の仮定

には課題がある。利用可能な文献がなかっ

たため、検査値は特定健診参加者と同じと

仮定したが、特定健診参加者と非参加者で

は健康に対する意識や行動などが異なる可

能性があり、この設定は実態を反映してい

ないと考えられる。このため、健診非参加

者での特定保健指導対象者の割合を健診参

加者の割合とは違う値に設定するなどの対

策が必要である。また、本研究では健診や

保健指導の費用を含めた公的医療の立場と

したが、特定健診・特定保健指導の波及効

果をより広い観点から評価できる社会の立

場での検討も必要だと考えられる。 

 

Ｅ．結論 

特定保健指導の影響を40歳から74歳まで

シミュレーション可能なモデルを構築し、

評価を行った。シミュレーションから、特

定保健指導の実施により費用の削減、

QALYの増加が示されることが分かった

が、不確実性の影響も大きいことが分かっ

た。一方で、特定健診も含めた特定保健指

導の評価では、費用対効果は良好ではない

ことが示唆されたが、モデルの仮定に課題

があり、さらなる検討が必要であることが

分かった。 
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